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会員増強キャンペーンに於いては、数値目標を達
成することができました。各支部長はじめ役員の
方々のご尽力と、「それじゃ応援してやろう」と応え
て戴いた多くの会員に、心より感謝申し上げます。
日弁連の政策実現の為には、立法・行政府への働
きかけが欠かせないというリアリティが、会員の中
で共通の認識になりつつあるという実感がありま
す。働きかけには、日頃より顔の見える関係がベー
スになります。このベースを、弁政連は日々の活動
を通じて、与野党を問わず築くよう努力しています。
さて、弁政連の活動は、本部組織と、弁護士会ご

とに設置された各支部組織の連携によって展開され
ます。各支部では地元選出の国会議員との関係性が
強く、顧問弁護士はじめ地元有力者としてのお付合
いがあり、首長との接点もあります。すなわち、各支
部こそ、顔の見える関係を自ずと築いているのです。
新年会・新執行部披露宴などのイベントを通じて、
また地方議会議員、首長との意見交換会、議員と弁
護士会の各種委員会との勉強会などが近時徐々に展
開されています。オンラインで在京の国会議員との
意見交換も実施されています。司法制度改革推進、
敗訴者負担反対など、重要な政策課題について、地
方議会の多くの意見書採択が、国政に大きな影響を
及ぼしました。日弁連の進める再審法改正について
現在112の地方議会が意見書を採択しています。
本年は、弁政連支部が地元選出国会議員はもとより、

自治体の議員、首長と連携を強め、地方からの声を日
弁連の政策実現に向けて国政に反映する活動を強めて
いきたいと存じますので、宜しくお願い申し上げます。

明けましておめでとうございます。
昨年は、世界では ２月２４日から始まったロシアに

よるウクライナへの侵攻がありました。
また、国内では ７月 ８日に参議院議員選挙の応援
演説中の安倍元首相が銃弾により殺害されるという
事件が発生し、それを契機に世界平和統一家庭連合
（旧統一教会）に関する様々な問題が指摘され、日
弁連でも意見表明を行ったり、霊感商法等の無料法
律相談受付フリーダイヤルを設置するなど、各種対
応を行いました。
このように平和と人権が問われる時代にあって、
私たち弁護士が果たすべき役割は非常に重要である
と思います。
この他にも、民事法律扶助改革、再審法改正、ダ
イバーシティ&インクルージョンの推進、民事司法
改革の諸課題等々、課題が山積しています。法改正
や予算措置の必要性を伴う課題も多く、これらを実
現していくためには政府や国会議員、政党の皆様の
ご理解とご協力が不可欠であり、そのためには弁政
連と日弁連がこれまで以上に連携して取組を進めて
いく必要があると考えています。
今後とも、一つひとつの課題の実現に向けて着実

に取り組んでまいる所存ですので、弁政連会員の皆
様におかれましては、一層のご支援、ご協力を賜り
ますよう、お願い申し上げます。

弁政連支部の活動強化を目指して 平和と人権が問われる時代にあって
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気候変動対策の緊急性

【古平】　日弁連では、2021年10月15日付けで、気候危
機は重大な人権問題であると捉え、日本を含めて世界
ができることは何かという観点から、気候危機を回避
して持続可能な社会の実現を目指すための宣言を出し
ております。本日はどうぞよろしくお願いいたします。
【小島】　小西さんをご紹介します。現在WWFは気候変
動の問題を大きな課題として捉え様々なキャンペーン
を行っていますが、小西さんはその中心的メンバーと
してこの問題に取り組んでおられます。企業の動向な
どにも詳しく今日はその辺の話も含めて、お話をして
いただこうと考えております、よろしくお願いします。
【小西】　WWFジャパンの小西と申します。気候変動枠
組条約に関わって、ＣＯＰ参加は今回で18回目になり
ます。元々気象予報士なので天気から入っており気候
科学、国際関係論の中での政策面、あとは特にエネル
ギーと脱炭素の政策国内外を担当しております。よろ
しくお願いいたします。
【古平】　まず初めに今日
気候変動に取り組むこと
が そ も そ も 何 故 必 要 に
なっているのかという一
番の根っこのところから
お話を伺わせてください。
【小西】　既に過去130年で
地球の平均気温は １ ℃以
上 上 が っ て お り ま す。
IPCCと言われる国連の科
学の最高峰の報告書がこ
れまでに1990年から 6 回出されていますが、直近のもの
ではこの気温上昇は人間活動によるものであると科学
的にほぼ断定されております。産業革命以降人間が化石
燃料を使うことによって二酸化炭素が出され、平均気温
が上がったということです。このままでいくと今世紀末
に ４ ℃ぐらい上昇してしまう。過去 １ ℃上がっている状
況で、日本での台風の強大化、海面上昇で小さな島国と
かが水没してしまう、氷河が溶けてその下の氷河湖が広

がり、今回のパキスタンの大洪水を非常に深刻化させる
といった既に破壊的な影響が出ております。このままで
いくと2030年ぐらいには1. 5℃に上がると予測されてい
ますので、さらに影響は深刻化して参ります。ですの
で、今私達に残されている道は、今後の気温上昇をどの
レベルで止めるかという選択肢になります。このまま新
しい政策をとらないと本当に地球環境と人類の共存が
できにくいレベルになってしまうので、なんとか気温上
昇を今は1. 5℃に抑えようということが世界のコンセン
サスになっております。ただ、パリ協定は元々長期目標
が 2 ℃未満に抑えるということだったのですけれど
も、 ２ ℃でも事実上破壊的な影響が生じてしまうので、
2021年のCOP26イギリスグラスゴーで、1. 5℃にしよう
ということで1. 5℃への強化目標が決まりました。この
状況で今回のCOP27を迎えました。
【小島】　1. 5℃目標を何とか達成するためには一体どう
したらいいのでしょうか？

1. 5℃目標達成の課題

【小西】　IPCCの1. 5℃特別報告書が、2018年に、2050年
に世界全体の温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする
ならば、これが達成できるということを初めて明らか
にしました。そのために非常に重要なのがまっすぐ
2050年に向かって下げていくことです。というのは、
CO 2 は非常に安定したガスなので、 1 回大気中に排出
されると大気中に累積していきます。地球の平均気温
は累積量に応じて上がるので、2050年急にゼロにする
のでは間にあいません。2030年までに世界全体の排出
量をほぼ半分にしなければ、1. 5℃達成は非常に難しく
なると科学の報告書が言っております。日本も 8 年後
の2030年に46%削減を約束していますけれども、その
レベルは最低限で、それをやらなければ、1. 5℃の目標
は遠のくことになります。
【古平】　危機感がひしひしと伝わってきます。温室効
果ガスの問題は、私が子どもだったころから言われてい
るのにまだ解決できていない、小西さんの著書で、それ
どころか当時開発途上国だった国の排出量がさらに増

SDGsにおける「気候危機」の現状と課題
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加していることを拝見したのですが、１０年もない短い時
間での目標達成について、COP参加の皆さんはどれぐ
らい現実味を持って考えているのでしょうか。
【小西】　COP会議におい
てこの危機感は世界200か
国で共有されています。た
だ、問題は「総論賛成各論
反対」にあります。すなわ
ち世界全体で1. 5℃削減を
目 指 す こ と は ど の 国 に
とっても自国の安全のた
めに達成すべきこととし
て共通認識になっていま
すが、どこの国がどの程度
やるかという話になると別です。貧困に苦しむ途上国に
とっては排出するイコール文化的な生活をすることで
す。産業革命以来CO 2 を多く排出してきた先進国の責
任じゃないか、だから先進国がより多く削減するべき
だ、自分たちはまず文化的な生活ができるようになるま
でそちらが優先だということになり、それもすごく当然
です。200か国あれば200か国のプライオリティがありま
す。それは当然のことなので、それを尊重した上で、で
も世界全体で半減しなければならない。この調整が難し
いことがこれまで交渉が進まなかった一番の要因です。
【小島】　結局どこの国も危機感を共有してるんだけれ
ども我が国だけは特別に何とか認めてくれっていう思
いが出てしまうということですか。
【小西】　認めてくれというよりも、もっと削減しろと
言われた先進国は、我々の経済だって今停滞していて苦
しいのだから経済を立て直すことなく削減なんてでき
ないと反論します。途上国といってもいろんな立場が
あって、例えば非常に低開発な途上国とかは、それこそ
電気もなく、明日の食料その保障が先だと。だから先進
国が支援してくれて初めて我々も削減に参加できる。ま
ず支援ありきで、その後に削減行動となる。今これだけ
温暖化の被害が増えてますので、被害に対する救済とい
うものも急務です。パリ協定は削減だけではなくそうい
う適応(被害発生の度合いを軽くするための措置、救済
も含む)も含むものなので、それぞれがそれぞれの一番
の国のプライオリティをかけて交渉に臨んでるんで
す。世界全体で、各国がどれぐらいやるかという着地点
に対するコンセンサスは得られてないんですね。
【小島】　そうした中で、日本としてどうしたらいいか、
小西さんはどのようなご意見ですか。

日本に求められていること

【小西】　世界がまず日本に期待することは、先進国で
あり世界第 3 位の経済大国ですので、まず排出削減を
自ら率先して世界平均よりも上回ってやるべきという
ことです。かつ、日本は技術大国で、当然経済的にも
遥かに他の途上国に比べて豊かですので、途上国の削
減のみならず適応と損失に対する救済も含めて支援し
てほしいっていうのが強い要求です。でも日本は、脱
炭素化は、ヨーロッパなどに比べて非常に遅れていま
す。最初に覚悟が足りなかった。世界がこれだけ脱炭
素化に向かうということに対して、読み誤るというよ
りは出遅れました。ですので国内においてまだ脱炭素
化に向かう政策が十分ではありません。そのために国
民の意識も企業の行動変容も遅れた。その遅れた中で

パリ協定が決まって機関投資家からのプレッシャーで
急速に今変わろうとしている過渡期です。その出遅れ
分のキャッチアップで今はまだ既存のものを続けたい
という産業界もあれば、いやいやこのままだったら世
界の産業界のサプライチェーンから外されてしまうか
ら、早くやらなければという産業界もあって、そこの
ぶつかり合いで、日本は今、舵取りが難しいという状
況だと思います。
【小島】　今ヨーロッパの企業などを見ると本当にその脱
炭素に向けて前向きに進んでいる。そういう中で脱炭素
しないと多分日本の企業も、もう製品を買ってもらえな
いとかそういう状況が生まれるんじゃないでしょうか。
【小西】　はい、もう現実になってます。
【小島】　そういう中でいやおうなしに脱炭素へ舵を切ら
なきゃいけないと思うのですけれども、そのためには国
内の例えば電気の供給源が脱炭素化してないとその企業
だけの努力だけでは十分いかない部分もありますよね。
【小西】　そうですね、もちろん電気の脱炭素化という
のも急務です。それを全て演出するのは政策です。で
すから政策がきちっと、いつまでに日本は脱炭素化す
ると決めて、逆算方式でそのために必要な政策を打っ
ていく。それをきちっと入れていくと企業はそれに沿っ
て計画立てられます。
　結局企業にとって一番困るのは、予測ができないこと
です。例えば2035年、日本はどこに向かっているのかが
明確に予測可能な形で示されると、例えば炭素税が2030
年にトン当たり5000円です、2035年6000円です、2040年
には 1 万円になりますってわかったら、それを払うぐら
いならば自ら排出削減する投資をしよう、すなわち10年
で投資回収できるようなものにも踏み込めます。結局の
ところ通常の採算ベースで、企業って 3 年ぐらい以内で
投資回収できるものは、普通にやりますが、10年投資回
収というものに踏み込むにはやっぱりすごくシグナル
がいります。そのシグナルを政策が出していくというこ
とが今一番日本に求められると思います。
【小島】　なるほど。その点、ヨーロッパの各国は割と
強烈なシグナルがありますよね。

欧州各国の政策との対比

【小西】　例えばイギリスにいたっては、カーボンバジェッ
ト（地球温暖化による2050年の気温上昇を1. 5℃に抑え
ようとした場合、その数値を達成するのにあとどのく
らいCO2 を排出してよいかという「上限」）を定めて
います。その量から計算した排出枠をそれぞれ2030年、
2040年、2050年ごとに決めていて、そこまでにこれぐ
らい排出削減しなければならないから、各産業界はこ
れぐらいやってくださいといった、すごくはっきりし
たロードマップを示しています。
　日本の場合、2050年ゼロは約束しましたけれども、
それをどうやって達成していくかをまだ示していませ
ん。ですので、それを政治がきっちりシグナルとして
見せる。今一番日本に必要なのはカーボンプライシン
グ（二酸化炭素の排出量に応じて経済的な負担を課し
ていくこと）だと思いますけれども、そのカーボンプ
ライシングすら日本はまだ十分でありません。炭素税
をみると、日本は １ トンあたり289円です。例えばス
ウェーデンだったら、もう既に １ トンあたり 1 万円以
上の炭素税がかかっています。こうなると企業は当然、
炭素を出すことに対する意識が変わります。しかもそ
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れが2035年にはこれぐらいになるってわかっていれ
ば、企業はそっちに向かってきちっと計画立てていき
ます。だから政治の役割ってすごく重要です。
【小島】　どうして日本はそういう政治の役割が進まな
いんでしょうか。
【小西】　それはやっぱり政治だけの責任というよりも、
日本国民がそれを望まなかったからじゃないですか。
【小島】　ドイツなんか見てると確かに国民の意識がす
ごく違う感じはしています。
【小西】　元々、イギリス、フランス、ドイツはヨーロッ
パの中でも非常に最先端をいってるところです。もち
ろんスカンジナビアの国々もそうです。ただスカンジ
ナビアの国々よりもドイツは重工業が強い国なので、
日本の参考になります。
　それに対し、これまで日本は脱炭素の政策に関して
および腰でした。
　ですので、やっぱり第 1 は排出削減目標を高く掲げ
ることがすごく重要です。なぜなら排出削減目標を国
連に提出した瞬間から、自らそれを実現するための政
策を示していかなければいけなくなるので、国内の政
策も整えられていきます。しかし、日本は非常に揺れ
ました。もちろん東日本大震災等の影響もありますが、
せっかく2009年の段階であの当時としては世界最高の
2020年25%削減目標って当時の民主党政権が出しまし
たが、その後自民党政権に戻ったときに、いきなり今
度は3. 8%と、目標レベルをすごく下げました。その後
に二転して、2030年26%目標、こんな26%削減という、
通常の採算ベースでできてしまう、目標と言えないも
のを掲げた。それを菅前政権が2030年46%に上げて50%
を目指すとしました。そういうふうに政治が揺れ動い
てきたっていうのが、これまで日本が脱炭素に腰をす
えられなかった一番大きな理由だと思います。
【小島】　でも考えてみま
すとですね、日本という国
は割と地球温暖化の影響を
深刻に受けやすい部分もあ
ると思います。台風とか豪
雨災害もありますし、熱中
症の被害も結構深刻になっ
ています。日本の人々って
のりを含めて魚介類食べる
のが好きですが、実は漁業
への影響は大変深刻な状態
です。それを見ると、その状態をちゃんと広めていくこ
とができれば、地球温暖化の影響が極めて深刻だという
ことが国民の共通の認識になるような気もしますが、な
ぜそういうふうにならなかったんでしょうか。

わが国内での議論を高めるには

【小西】　その点がアカデミックな議論になりますけれ
ども、その考え方の裏には「危険危機というものが国
民によく知らされたら国民は行動するはずだ」という
前提があります。だけど、必ずしも行動しません。も
う一つは、やっぱり科学の根拠が明確に示せなかった
ということです。新しいIPCCの第 6 次評価報告書に
よってイベントアトリビューション（ある事象が発生
していることに、特定の原因がどの程度関係している
かという分析、ここでは、豪雨の発生や熱波の発生が、
どの程度地球温暖化によって生じているかという分

析）という新しい科学により、温暖化がなければ、こ
れだけ何%起きなかったと、明確にリンクして言われ
るようになりましたが、それがよく知られるようになっ
たのはつい今年（2022年）です。科学の発展というの
は一朝一夕にはならないということです。例えば台風
で千葉で洪水が起きたことがどれぐらい温暖化による
ものかということを、これまでは言えませんでした。
ですので、温暖化対策をやりたくない人は、科学的に
不確かだっていう言い訳をしてました。
【小島】　ヨーロッパの先ほど挙げた国々と同じように
日本が変わっていくにはどうしたらいいんでしょうか。
【小西】　日本の場合は、一番大きなものは国際プレッ
シャーだと思います。パリ協定というのは、一番の共
通基盤です。やっぱり日本もすごく変わりました。な
ぜ変わったかっていうと、パリ協定ができたことによっ
て、いわば世界の経済の今後が脱炭素化に向かわなけ
ればならないということが世界的にコンセンサスとな
りました。これにしたがって、特に欧米系の機関投資
家は企業に脱炭素化の行動を求めるようになりまし
た。脱炭素の行動に反してると機関投資家が判断した
ら、彼らはその企業に対してエンゲージメント（機関
投資家等が投資先企業や投資を検討している企業に対
して行う「建設的な目的をもった対話」のこと）をする。
エンゲージメントしても変わらなければ、 2 年以内に
資金を引き上げるぞ、ダイベストメント（既に資金を
投入している投資対象から金融資産を引き揚げるこ
と）。そこまで踏み込むぐらいのことを、機関投資家集
団がパリ協定をきっかけに加速させました。
【小島】　なるほど。
【小西】　日本では、外資から大きな資金供与を受けて
いる企業が、どんどん変わり始めました。そういう企
業はグローバル企業ですから、グローバル企業が動く
と、その下には何千とサプライチェーンがあります。
そのグローバル企業が本当に脱炭素2050を目指そうと
思うと、全ての関連するサプライチェーンに協力して
もらえないとできない、ということで、グローバル企
業の下のサプライチェーンも一斉に脱炭素の行動を促
されるようになった。それによって、日本全国が本気
になったんですね。
　ただそれが、2016年とかパリ協定ができて以降なの
で、それで出遅れたってのはそのためですね。
【小島】　今出遅れてはいるんですけれども2030年、50%
削減に向けて具体的にどういうことをしていけばい
いっていうふうにお考えでしょうか。

2030年 50%削減に向けてなすべきこと

【小西】　政策の側と、企業の側で政策を待たずに動くっ
ていう、二つが必要だと思っています。
　政治の主導がやっぱり一番力になります。
　一番重要なのは、カーボンプライシングです。日本
に早急に強制力を持ったキャップアンドトレード型の
排出枠取引制度（二酸化炭素排出量について排出枠を
取引する制度のうち、政府が上限を定め、その上限を
達成できない企業は、どこかから排出枠を購入しない
と制裁措置を受けるという形で、強制的に目標達成に
結びつけていくもの）を入れていくことと炭素税を予
測可能な形で何年にはいくらっていう形で、きっちり
削減量を担保できるシナリオを、科学的分析を基に入
れていくということです。
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　もちろんカーボンプライシングだけじゃなくて、電源
の脱炭素化、エネルギーミックスで2030年再エネ36％か
ら38％なんてそんな低い数字を言っている場合ではあり
ません。日本の産業界自体が再エネ50%にしてくれって
言ってるんです。なぜならば、「再生可能エネルギー
100%の事業経営でなければ、もう投資を引き上げる
ぞ」と言ってる機関投資家がいるからです。早く再エネ
の電気に変えたいと思っている企業は沢山あるのに、そ
れが国内で実現できないという状況です。ですので、再
エネの比率をもっと野心的に政府が主導して入れてい
く、といった政策がすごく重要です。電源の脱炭素化し
た上で、例えば自動車のEV化とかでエネルギーを電気
化していけばいい。とにかくポイントは早期の電源の脱
炭素化とその他のエネルギーの可能な限りの電化です。
　これを主導するのは政府なので、これを是非政策が
やらなければならないと思います。
　もう一つは企業も政策を待っていると間に合わないの
で今自ら動いています。例えばあのパリ協定が成立した
一番大きな理由が、都市連合とか、企業連合とか、自治
体連合とかが、国を超えて、自分たちは政府を超える脱
炭素化施策を打っていくというイニシアティブを沢山立
ち上げていたことです。RE100って言われる100%再生可
能エネルギーで事業活動をやりますっていう企業グルー
プもそうですし、サイエンス・ベースド・ターゲッツ
（SBT）って言われるパリ協定の科学に沿った脱炭素化
の方針の基に企業活動を約束するというシステムができ
ていて、「SBT認証を取っている日本企業です」と言え
ば、機関投資家から安心して資金供与してもらえます。
そういった国際協定のイニシアティブに、企業自らがど
んどん自分から情報を求めて国際イニシアティブに参加
しようとしています。そして世界の脱炭素化の動きの少
なくとも最先端にいよう、最低限乗り遅れないように努
力する、そういう企業の行動というのもすごく重要です。
【小島】　確かに企業にとって、ここで乗り遅れたら企
業の存続に関わる危険が出てくる。
【小西】　そうなんです。以前は「待っていればもしか
したら温暖化対策しなくてもいいかもしれない」と考
えていたのかも。だけど、もはや世界は脱炭素化が潮
流です。これは揺るがない。もうこれだけ、損失損害
が出ている中でさらにまだCO 2 をたくさん排出しま
す、でも気にしませんっていう企業は必ずボイコット
されてしまいます。企業にとっては世界の潮流に沿っ
て脱炭素化していくっていうのは、もうデファクトス
タンダード（事実上の標準）です。
【小島】　企業のコマーシャルの中に、脱炭素をうたい
ながら実は脱炭素ではないのではないかというものが
時々見られるんですけれども、そういうのについては
どのようにお考えですか。
【小西】　はい。今逆に脱炭素するのが当たり前になっ
たので、それを標榜しない企業もいなくなりました。た
だ、今度はグリーンウォッシュと言われる、見せかけの
環境配慮を主張する企業が日本に限らず世界中にいま
す。ですので、どれが真の脱炭素化でどれがグリーン
ウォッシュかっていうことの見極めっていうのが今一
番重要になってきています。今まで基準がなかったので
すが、国際イニシアティブで今続々と2050年ネットゼロ
とはどういうものかが出されています。SBTも出しま
した。2021年、国連のグテーレス事務総長が中心となっ
てイギリスでネットゼロを定義するという専門家会合
を立ち上げて、2022年のCOP27で発表しました。例え

ばネットゼロに向かう途中のトランジション（移行過
程）はすぐに脱炭素できないので、2030年半減を目指し
ますが何をもって本当に半減したのかが、ネットゼロの
定義によっておのずと決まってきます。そのいわば国連
のお墨付きのネットゼロの定義ができたということ
は、その定義が必ず機関投資家に参照されることになり
ます。Gfans（Glasgow Financial Alliance for Net Zero
の略称。世界の投資運用会社の連合組織や銀行の連合組
織など、個別に発足したカーボンニュートラルを目指す
金融関係連合を包括する組織）という、マーク・カーニー
などが中心になって作った世界最大の機関投資家の取
り組みも参照していくことになるので、もう全ての企業
にとって無視できません。
　これの基準がすごく厳しいです。パリ協定に沿った脱
炭素の企業の指針となる認証制度ＳＢＴとほぼ同じに
近いレベルなので、これが国連のお墨付きのものとして
決まったのは結構大きなことです。例えば自ら排出削減
するよりも安いクレジットを買ってきてオフセットし
てネットゼロですみたいなことを言いたい企業は国内
外に沢山ありますが、オフセットクレジットは自らの削
減目標に使ってはいけないということが明確に入って
います。ですので、「オフセットクレジットで、脱炭素
しています」と言うことができなくなります。
　そういった日本企業にとっては耳の痛いことがいっぱ
い書かれています。SBTの認証を取っていない企業に
とってはかなり厳しい内容で、是非参照するべきです。
【小島】　あとは例えばアンモニアだとかCCSだとか水
素だとかその辺をすごい近いうちに実現できるように
言ってる企業も結構あると思うんですけど、その辺、
そもそもそれを実現したからといって本当に脱炭素に
なるのかどうかっていう問題と、その実現可能性の問
題から見るとかなり厳しいところあると思うのですけ
ど。いかがでしょうか？
【小西】　はい、アンモニアは基本的に水素と窒素をくっ
つけたものなので、水素をどこから作るかによって
CO 2 排出削減効果がすごく大きく異なります。今日本
がやろうとしているのは、例えばオーストラリアとか
で化石燃料由来で作った水素を現地でアンモニアにし
て船で運んでくるというものなので、削減効果は非常
に限定的です。2030年にアンモニア混焼20%やったこ
とによって石炭火力を延命したいっていうのが一番大
きな動機かもしれませんが、それが果たしてネットゼ
ロの定義に合うかって言われると疑問です。2030年に
半減なのに、20%アンモニアでは不可能です。
【古平】　素朴な疑問ですが、ある技術開発のために
CO 2 を沢山出したり、太陽光発電をするために森林を
切り開き相当な設備へのコストがかかったり、設置後も
管理ができず瓦礫になり結局森林破壊に繋がったりな
ど、これらの矛盾点は、化石燃料を用いたいと考える反
対派が掲げるだけなのかどうか、いかがお考えですか。

日本で今の電力量の約 2 倍の電力を太陽光
で作るのに必要な太陽光パネルは国土の 2 ％

【小西】　今のお話には、アンモニア含めた革新的技術
の開発の問題と、再生可能エネルギーの環境配慮との
バランスの二つの問題が混在しており、これは分けて
考える必要があります。
　まず革新的技術の開発は2050年に向けて必要です
が、それまではSBTとかでは90%ぐらいは自らの削減
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努力で削減、残り10%どうしても残ってしまうものに
対しては、革新的技術を使う。特に大気中から直接除
去するといった革新的技術の開発は必要ですが、その
革新的技術の開発と2030年に向かって今石炭火力やめ
ればすぐできる話のものと混同してはいけません。
　あと後者の方は、例えば太陽光発電で山を切り開い
てがけ崩れがあるじゃないかとか、風力発電建てると
鳥がぶつかるとかがありますよね。当然、地元の環境
をちゃんと優先して科学的にそれを測ってバランスを
取っていくっていうのは必ず必要です。あちこちで矛
盾が起きるっていうのはやっぱりきちっと環境配慮し
ていないからです。ですので、その問題はまたどうやっ
て環境バランスを取りながら再エネを増やしていく
かっていう問題です。環境配慮をしながら再エネを入
れてくってことは十分可能です。いつも皆さんに「日
本中を太陽光パネルで埋め尽くすつもりか」とか言わ
れますが、日本で今の電力量の大体 2 倍の電力を作る
のに必要な太陽光と風力発電の敷地面積は、国土の何
%ぐらいだと思いますか。大体太陽光 2 で風力を 1 の
発電電力量にするとちょうど日本の需要に合うので、
その割合で考えて、国土の何%を使うでしょうか。
【古平】　30%ぐらい使わないと、全然賄えないっていう
イメージなんですが。
【小西】　太陽光パネルは、日本の国土の 1 〜 2 %です。
【古平】　それで 2 倍賄える！
【小西】　そうです。風力は 4 〜 5 %になります。風力は
上（風車部分）が大きいですが、下はそんなに大きく
なく農地もできます。でも上の大きさで考えても日本
の国土の 4 〜 5 %、太陽光は 1 〜 2 %。しかもみんな勘
違いしますが、太陽光は、平地である必要はない。な
にか山を切り開いてそこにやる必要はなくって、ペロ
ブスカイト（シリコン系太陽電池ではシリコンが厚く、
曲げることができず、設置場所が制限されていたが、
ペロブスカイトという結晶体を用いる太陽電池なら
ば、高い変換効率を維持したフィルムタイプ太陽電池
の実現が可能で、ビルの壁面にもつけていくことが可
能）とか、そういった新技術があって、ビルの壁面に
つけていくことができます。今、例えばJRとかが、鉄
道の脇の土手とか線路脇の遊休地とかに太陽光を張ろ
うとしていて、100万kW、すなわち原発 1 基分ぐらい
を目標としています。なので、すべて山を切り開いて
作らなくていいのです。太陽光というのは騒音も臭い
も何もないので、もう使うところのすぐそばにつけら
れます。コストが下がればいいわけですよね。経産省
ですら2030年でkWh当たり 7 円になるって言っていま
す。そういったペロブスカイトとか既にある技術など
2030年に間に合う開発をして広めていけばいいです。
だから実はできるんだけれども、日本では遅れた分、
変な都市伝説が流布されています。それもときほぐし
ていく必要がすごくあります。
【古平】　データに基づく話をしなければいけませんね。
【小西】　そうです、データで考える必要があるんです。
オックスフォード大学等も世界中で必要な電力を太陽
光だけで賄った場合、国土の大体 1 〜 2 %と言ってい
ますが日本ではなかなか広まらない。日本ではどうし
ても言葉の壁があるというのと、あともう一つは独立
系の研究者が少ないので、そういった研究結果ってい
うのがなかなかお耳に入りにくいのですね。
【小島】　農地なんか耕作放棄地とかそういうところも
可能だし、どうしても農業をやるというのだったら平

面じゃなくて縦型の太陽光発電もありますね。
【小西】　そうですね。あと駐車場や道路とかにもやるよ
うな技術も今できてきています。ですので、逆に言えば、
これは小型革新原発の開発より遥かに身近な開発です。
【小島】　コストも安いし、確実に実現できる技術ですよね。
【小西】　しかも、ここに日本の技術力を投入していけ
ば、日本企業は、太陽光も風力も最初は世界の最先端
いっていたのに、今は日本以外のメーカーにほぼ取ら
れている状態じゃないですか。ですので、ペロブスカ
イトとか、日本がすごく可能性がある技術なので、日
本企業が力を入れていくのがパリ協定時代の競争力に
繋がると思いますね。
【小島】　確かにあの技術は日本の中のビルにも使える
し、途上国のビルとか、その熱帯のビルなんかあれで相
当発電できます。
【小西】　今回私もエジプトに行って思いましたけど、こ
れだけ砂漠があれば、日本みたいな環境バランスとかい
う問題はあまりないのだろうなと。インド等も太陽光は
本当に彼らにとっては安くできるでしょう。
【小島】　すごく安いみたいです。だからああいう太陽
光の安いところで水素作って、その水素を世界が使う
というのはあり得る選択肢です。
【小西】　アラブとか計画していますよね。
【小島】　だから石油が駄目になったらばその砂漠を利
用して、太陽光で水素を作ってそれを各国が使うと。
【小西】　それもいいですし、日本も結局その電力を 2
倍作るのに国土の １ 〜 ２ %でしょ。それぐらい作った
ら50%は使わない電力になる、それが必要です。なぜ
ならば、電気の需要は刻一刻と変わります。その電気
の需要と供給を合わせようと思ったら、大量に作るっ
ていうのは一つの解なんです。全部再生可能エネルギー
で賄えると、使ってない電力というのはもはや値段が
つかないような電力になるので、この電力で水の電気
分解をすれば国産水素ができます。
　だから、別にその水素を海外に頼る必要もなく、国
産で値のつかない電気を使って作るという計画を立て
れば十分できます。
【小島】　要するに余剰電力の活用ということです。
【小西】　今だって既に九州電力とかでかなり出力抑制が起
きています。出力抑制はこれからもっと増えていくので、
その余剰電力の有効利用をどうするか。それは余剰の再生
可能エネルギーで作る水素が一つの大きな解です。
【小島】　九州電力もそうですし、九州・四国・中国電
力の 3 エリアで再生可能エネルギーの発電量が土休日
には100％を上回ることがあります。その結果、中国電
力など原発を動かしていないところでは、市場での電力
料金がゼロになる。だから、その 3 地域は今でさえ再生
可能エネルギーで相当の供給ができている。もちろん冬
場の電気をどうするかとか、風力もある程度バランスよ
く開発しなきゃいけないということはありますが、ポテ
ンシャルは十分あって、今むしろ問題になっているの
は、これ以上電力、再生可能エネルギーを増やしても、
それを吸収する送電のネットワークがないのでどうす
るのだというところで、今できるのに止めているので
す。だから再生可能エネルギーが作れないっていうより
は、作れるのに、できない状態になっています。だから
そういうネットワークや変動に対応できる体制の整備
とかをきちっとやっていければ、相当できると思いま
す。やっぱり再生可能エネルギーを増やすために、国策
のいろんなシステムを動員するってことをちゃんと
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やっていればいけたはずですが、そこのところの整備が
遅れてしまったっていうのが、大変大きいですね。
【古平】　先日青森の鯵ヶ沢に行く機会がありまして、風
力発電が沢山立っており、タクシーの運転手さんから、
この町は風力発電で相当賄っていると聞きました。

地域の再エネ循環がキーワード

【小西】　まさに地域が一つの大きなキーワードです
ね。再生可能エネルギーの宝庫も地域です。今環境省
も、脱炭素宣言をしている自治体を募っていて、800以
上あります。2021年、地球温暖化対策推進法を改正し
て脱炭素化支援機構というのを作って、地域の省エネ
とか再生可能エネルギー特区を作って、いわばゾーニ
ングをして、再エネ特区を作ってください、そこに対
して、脱炭素化支援機構が地域銀行と一緒に支援をし
ていきますっていうのが、スタートするところです。
だから、地域の再エネの活性化っていうのがすごく大
きな、おっしゃるようにキーワードです。
【小島】　今までのように、化石燃料で作られた電力や
エネルギーを、どこかから買ってきて、その地域で使
うということは、地域から富が外部に出てくることに
なります。だから、地域の経済的自立ないし経済循環
という視点からは、地域のエネルギーの脱炭素化・再
エネ化はそのことによって自分たちの中で富を回って
いく仕組みにしていき、地域を活性化していくことで
もあるのです。そのことを政治家の方とかに知ってい
ただくといいと思っています。
【小西】　そうですね。再エネっていうのは、地域にこ
そ、その富があるので、それを新たな地域の資源とし
て生かしていく、そういう発想がすごくこれからは重
要かなと思います。
【古平】　地域における再生可能エネルギーに、企業は
積極的に絡んでいるのでしょうか、それともまだ国が
主導するにとどまるのでしょうか。
【小島】　もちろん国の補助金とかね、いろんな交付金
を利用するっていうのは重要です。
　しかし、やっぱり最初のイニシアティブは、その地
域に根ざした企業の動きが重要です。
　脱炭素の関係で言うと、鳥取県の米子にローカルエナ
ジーっていう鳥取県の西部地域をベースにした、地域新
電力の会社があります。エネルギーの地産地消を目指し
ていますが、元々は地元のケーブルテレビがベースで
す。熱心に取り組んでいて、自分たちで電力の需給調整
までやっていますし、PPA（太陽光発電の設置コスト
を電力会社が負担し、場所を提供する人は負担なく太陽
光発電が設置され、一定期間経過すると、場所提供者の
ものになるという仕組み）という方式を用いて遊休農地
や屋根置きの太陽光発電を進めるなどしています。
　他にも岡山県の真庭市でも、地域の木材製造工場の
会社が中心になって、木質バイオマスという再生可能
エネルギーを利用したまちおこしを進めています。
　非常に意欲を持った企業人が地域のために何とかし

ようという人々と結びついて、地域おこしが進んでいる
という感じがします。そういう動きと脱炭素の動きを結
びつけていくと結構いいものが出来上がると思います。
【古平】　地域での再エネ開発を進める主体として、地
域新電力という言葉が出ましたが、新聞では、エネル
ギー価格の高騰で、地域新電力が苦境にたっていると
いう報道がされています。その点どうなのでしょうか。
【小島】　これは、2021年初めのエネルギー価格の高騰
の時からはじまった問題です。新電力が、電力を市場
から市場価格で調達する一方、需要家に売却する価格
は、あらかじめ契約で決めた額なので、市場価格が高
騰すると、新電力の経営が立ちゆかなくなるという問
題です。したがって、問題は、地域新電力に限った問
題でなく、新電力の多くに共通する問題です。実際、
多くの新電力が、次の年度からの供給契約の締結をし
ないなどして、新電力の経営が危機に陥り、また、新
電力から電力供給を受けていた企業が困っています。
　日本では、再生可能エネルギーでも、固定価格買取
制度のものは、市場に連動する仕組みとなっています。
石油や天然ガスの価格が上がると、固定価格買取制度
の再生可能エネルギーの料金も上がります。再生可能
エネルギーは、燃料がかかりませんから、本来、石油
や天然ガスの価格とは関係ないはずですが、そのよう
な形となっています。その結果、市場を通じて、再生
可能エネルギー電気を調達している地域新電力も経営
危機に陥っているわけです。
　この問題に対処する方法は、市場に影響されない、
自分のところで発電する再生可能エネルギー発電を増
やして、それを供給する電力の電源として活用するか、
相対取引で、固定価格買取制度に縛られておらず、市場
価格に連動しない電力を安く購入するかということに
なります。それで切り抜けつつあるところもあります。
　本来的には、現在の電力市場の仕組みを変えていく
必要がありますし、地域新電力が独自に調達できる再
生可能エネルギー発電を増やしていく必要があります。
【古平】　いろいろ課題はありますが、仕組みを工夫し
ていくことで対応できるということですね。小西さん、
日本はここから加速していくのでしょうか。

展望は開ける

【小西】　ブレないでやれば、日本はその力があります。
今は中途半端なんです。だから覚悟を決めて政策をうっ
ていけば間に合うと思います。
　カーボンプライシングは、今政府が進めようとしてい
る課題です。今回、経産省がGXリーグという自主的に
参加する取引制度を立ち上げます。議論の末、キャップ
アンドトレード型の排出枠取引制度を入れますという
ことにもなりました。でも、今、自主的に始めるってい
うのはあまりにも歩みが遅いです。ヨーロッパは2005年
から始めています。思い切って進めていくべきですね。
【古平】　本日は、貴重なお話、ありがとうございました。
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懇談会報告

8

自由民主党（2022年10月20日）

立憲民主党（11月 4 日）

公明党（10月25日）

政党懇談会
　２０２２年１０月から１２月にかけて、自由民主党、公明党、立憲民主党、日本維新の会及び国民民主党との懇談会を開催
しました。新型コロナウイルス感染が収束していない状況に鑑み、慎重に感染予防策を講じたうえで実施しました。
日弁連からは、各懇談会において共通して、次のテーマが出されました。
( 1 ) 民事訴訟における証拠及び情報収集の拡充・損害賠償制度の改革について
( 2 ) 旧統一教会問題に関する電話相談の実施状況について（報告）
( 3 ) 民事法律扶助に関する臨時総会決議案について（報告）                                                （幹事長　菰田　優）

２０２２年１０月２０日、自由民主党との懇談会が開催された。自民党から、逢沢一郎 選挙制度調査会長、森英介 衆議院憲
法審査会会長、山本有二 税制調査会副会長、平沢勝栄 総務会副会長、北村誠吾 半島振興特別委員長、柴山昌彦 教育・
人材力強化調査会長をはじめ２４名の国会議員が出席され
た。日弁連・弁政連からは、小林元治 会長、菊地裕太郎 理
事長をはじめ弁護士２７名が出席した。日弁連から、各テーマ
について説明・報告がなされた。自民党からは、日本の民事
司法におけるＩＴ化の遅れについて及び違法収益の吐き出
しの重要性について指摘があるとともに、旧統一教会問題に
ついては、消費者保護の観点からしっかり取り組んでいきた
いとの表明があった。そのほかにも共同親権、死刑制度、Ｌ
ＧＢＴ、谷間世代対策など幅広いテーマで発言があった。

２０２２年１１月 ４ 日、立憲民主党との懇談会が開催された。
立憲民主党から、泉 健太 代表、西村智奈美 代表代行、逢
坂誠二 代表代行、岡田克也 幹事長をはじめ１３名の国会議
員が出席された。日弁連・弁政連からは、小林 会長、菊
地 理事長をはじめ弁護士２２名が出席した。日弁連から、
各テーマについて説明・報告がなされた。立憲民主党から
は、旧統一教会被害者への対策、法テラスの充実、ヘイト
スピーチ対策などについて発言があるとともに、最近の立
法に関する整合性のチェックの問題点の指摘がなされた。

２０２２年１０月２５日、公明党との懇談会が開催された。公明党から、山口那津男 代表、北側一雄 副代表、大口
善徳 政務調査会長代理、濵地雅一 安全保障部会長、國
重徹 内閣部会長をはじめ１０名の国会議員が出席され
た。日弁連・弁政連からは、小林 会長、菊地 理事長を
はじめ弁護士２４名が出席した。日弁連から、各テーマに
ついて説明・報告がなされた。公明党からは、各テーマ
に関する意見が出されるとともに、民事法律扶助の対象
範囲の拡大や報酬増額、再審法改正、安全保障の在り
方、法廷における手錠腰縄問題など幅広いテーマについ
て意見が出された。
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日本維新の会（11月17日）

国民民主党（12月 6 日）

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

懇談会資料

２０２２年１１月１７日、日本維新の会との懇談会が開催され
た。日本維新の会から、藤田文武 幹事長、鈴木宗男 副代
表・参議院法務委員会委員、岩谷良平 副幹事長・衆議院
憲法審査会委員、沢田　良 衆議院法務委員会理事をはじ
め２２名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、
小林 会長、菊地 理事長をはじめ弁護士２６名が出席した。
日弁連から、各テーマについて説明・報告がなされた。日
本維新の会からは、選挙制度、成年後見、夫婦別姓、法教
育など幅広いテーマについて発言がなされた。

２０２２年１２月 ６ 日、国民民主党との懇談会が開催された。国民民主党からは、玉木雄一郎 代表、古川元久 企業団
体委員長、舟山康江 参議院議員会長、鈴木義弘 幹事長代
理をはじめ ９ 名の国会議員が出席された。小林 会長、菊
地 理事長をはじめ弁護士 ９ 名が出席した。小林 会長は、
冒頭の挨拶の中で各テーマについて説明し、懇談に入っ
た。国民民主党からは、旧統一教会信者の家族の被害救済
と民法の活用、宗教法人に対する寄付規制の在り方、共同
親権、内密出産、空襲被害者の救済、民事法律扶助など幅
広いテーマについて発言があり、またロースクールの現状
について質疑があった。

 

 

霊感商法等の被害の救済及び防止に向けての会長談話 
 

本日、消費者庁が主催する「霊感商法等の悪質商法への対策検討会」（以下「検討

会」という。）は、報告書による提言を公表した。 
報告書では、宗教法人法上の報告徴収及び質問権限の行使、消費者契約法上の取

消権の対象範囲の拡大及び行使期間の見直し、寄附の要求等に関する規制の検討、

いわゆる宗教二世に対する支援、霊感商法等に関する情報の消費者教育の必要性等

が重要課題として示されている。 
これらの重要課題について提言を取りまとめるに当たり、検討会は、本年８月２

９日に第１回を開催し、同年１０月１３日までに全７回にわたって会議を行った。

各回の検討会においては、現行の消費者契約法や特定商取引法の活用や見直し、寄

附の位置づけ、宗教法人法の運用上の問題、宗教二世の問題、消費生活相談に関す

る対応、消費者教育のあり方等、多岐にわたる論点について活発な議論がなされた。 
当連合会は、本年８月２９日に「霊感商法及びその他の反社会的な宗教的活動に

よる被害実態の把握と被害者救済についての会長声明」を公表し、霊感商法等の消

費者被害への抜本的かつ実効的な解決策の構築に向けて、国の取組とも連携協力し

ていくことを表明した。その上で、法務省が主催する「旧統一教会」問題相談集中

強化期間の「合同電話相談窓口」に合わせて、当連合会として、霊感商法等の被害

に関する無料法律相談の受付フリーダイヤルを本年９月５日から開始した。東京弁

護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会をはじめ全国の弁護士会と相談担当

弁護士が受け皿となり、本日に至るまでに、全国各地域から５００件以上の弁護士

への相談申込を受け付けている。 
相談の中には、「家族が宗教団体に多額の献金をしており困っている。」、「当初は

宗教団体であることが分からずに様々な勧誘を受け入信してしまった。」、「親の信仰

を子どものころから押し付けられ辛い日々を過ごしてきた。」など、様々な宗教的活

動に関わる被害の申告があり、全国的に深刻な被害の実態があることがうかがえる。 
当連合会としては、この度の検討会の報告書で示された重要課題を含め、相談事

例等から明らかになった被害実態について調査及び分析を行うとともに、引き続き、

各省庁、関係諸団体と連携し、霊感商法等の問題に関して被害者の救済に向けて更

に尽力し、必要な政策、立法提言等の検討を行い、抜本的かつ実効的な解決を目指

していく決意である。 
 

２０２２年（令和４年）１０月１７日 
 

日本弁護士連合会       
会長 小 林 元 治     1 

早期開示命令制度新設の立法提案 

 

２０２２年（令和４年）７月１５日 

日本弁護士連合会 

 

 当連合会は、情報及び証拠の収集手段の拡充のため、民事訴訟法（平成８年法律

第１０９号。以下「法」という。）に以下の内容の早期開示命令制度を新設すること

を提言する。 

 

第１ 改正提案 

１ 早期開示命令制度 

次の(1)ないし(6)を内容とする早期開示命令の制度を導入する。 

(1) 当事者は、訴訟関係を明瞭にするため又は争点及び証拠の整理を行うため

必要があるときは、相手方又は第三者に対し当事者の主張と相当の関係を有

する文書その他の物件（以下「物件」という。）を申立人へ開示することを裁

判所に申し立てることができる。 

(2) 裁判所は、前項の申立てがあったときは相手方又は第三者に対し、当該物

件を申立人へ開示することを命ずることができる。 

ただし、相手方又は第三者が(1)により開示を求められた物件を所持しな

いとき又は当該物件が法２２０条４号イないしホ（ただし同号ニ及びホにつ

いては第２の４(14)参照）に該当するときは、この限りでない。 

(3) 裁判所は、前項の開示命令に先立って、当該申立てに係る物件の範囲、物

件の探索に要する費用負担、秘密保護のための措置等について、当事者間で

協議を行うことを命じることができる。裁判所は、(1)の申立ての相手方が第

三者である場合には、本項の協議に当該第三者の参加を求めることができる。

裁判所は、必要と認めるときは、本項の協議を主宰する。 

(4) 裁判所は、(2)に基づく開示の期間を定めることができる。 

(5) 当事者又は第三者が(2)の早期開示命令に従わないときは、裁判所は、申立

てにより、決定で、過料に処する。この決定に対しては即時抗告をすること

ができる。 

(6) 法２２３条（文書提出命令等）２項ないし６項の規定は、早期開示命令に

ついて準用する。 

 ２ 関連する改正 

   本改正提案は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）１条を勘案の

1 

 

慰謝料額算定の適正化を求める立法提言 

 

２０２２年（令和４年）９月１６日 

日本弁護士連合会 

 

第１ 提言の趣旨 

民法第７１０条（財産以外の損害の賠償）を同条第１項に改め、同条に、第２

項として「前項の損害賠償の額を定める場合には、裁判所は、侵害行為の態様、

故意又は重大な過失の有無、侵害された権利又は法律上保護される利益の性質、

当事者の関係その他一切の事情を考慮する」との条項を新設することを提言する。 

 

第２ 提言の理由 

１ 我が国における慰謝料額算定の問題点 

(1) はじめに－損害賠償額、特に慰謝料額の認定が十分でないこと 

 ① 市民の権利を保障し、利用しやすく頼りがいのある公正な民事司法を実

現する観点から、損害賠償責任が認められる事案における損害賠償額を適

正な水準とすることは重要な課題である。２００１年（平成１３年）６月

１２日に発表された司法制度改革審議会意見書においても、「損害賠償の額

の認定については、全体的に見れば低額に過ぎるとの批判があることから、

必要な制度上の検討を行うとともに、過去のいわゆる相場にとらわれるこ

となく、引き続き事案に即した認定の在り方が望まれる」として、適正な

損害賠償額の認定が可能となるような制度の検討を行うことが提言されて

いる（同意見書３３頁～３４頁）。 

② 当連合会も２０１１年（平成２３年）５月２７日の第６２回定期総会で

採択した「民事司法改革と司法基盤整備の推進に関する決議」において、

填補賠償を超えた損害賠償制度、違法行為抑止や違法利益はく奪を目的と

する損害賠償制度を含め、事案に即した現在よりも高額な賠償の認定を可

能とする損害賠償制度の改善改革の検討を提言している。この課題は、そ

の後策定された当連合会の民事司法改革グランドデザイン（最新の改定は

２０２２年(令和４年)２月１８日）においても「損害賠償制度の改革の検

討」として盛り込まれ、また、２０１１年（平成２３年）１１月１１日の

第１７回弁護士業務改革シンポジウム、２０１４年（平成２６年）９月２

０日の第２６回司法シンポジウム等でもテーマとして取り上げられてい

る。 

1 

 

違法収益移転制度の創設を求める立法提言 

 

２０２２年（令和４年）９月１６日 

日本弁護士連合会 

 

第１ 提言の趣旨 

被害救済の充実・違法行為の抑止を目的とし、裁判所が、以下のように、加害

者が違法行為で得た収益の金額を考慮して損害賠償額を定めることができるもの

とする違法収益移転制度（以下「本制度」という。）を立法化することを提言する。 

１ 裁判所は、加害者が違法行為で収益を得ている場合には、その収益の全額又

は一部を含めて損害賠償額を定めることができる。 

２ 裁判所による損害賠償額の認定は、被害者(原告)の損害立証の負担を軽減す

るために、以下のような過程を経るものとする。 

(1) 原告は、権利侵害を証明し予想される収益額を主張し疎明すれば、収益の

存在及びその金額が推定される。 

(2) 被告がこれを争う場合には、被告が具体的な証拠資料に基づいて収益が存

在しないこと又はそれより少ない収益額であることを反証しなければならな

い。 

(3) 裁判所は双方の主張・立証の内容を踏まえて損害賠償額を定める。 

 

第２ 提言の理由 

１ はじめに 

本提言は、我が国の損害賠償制度が、被害者が受けた損害に比べて裁判所が

賠償を命じる額が低額にとどまり適正な被害の回復が実現されておらず、違法

行為の抑止の機能も十分に果たせていないという指摘があることを踏まえ、被

害救済の充実・違法行為の抑止を目的とした本制度の導入を求めるものである。 

２ 本提言に至る経緯と新たな損害賠償制度の必要性 

本提言を行うまでの損害賠償制度の改革に向けた近時の当連合会内外の動き

は、別紙「本提言に至る経緯」のとおりである。 

別紙からもうかがえるように、我が国の損害賠償制度が、被害者が受けた損

害に比べて裁判所が賠償を命じる額が低額にとどまり適正な被害の回復が実現

されておらず、違法行為の抑止の機能も十分に果たせていないという問題点は、

多方面から指摘されるに至っている。特に違法行為により得られた収益がその

行為者の手元に残るような場合には、違法行為の抑止機能はその実効性を十分

霊感商法等の被害に関する無料法律相談

日本弁護士連合会

日弁連では、市民の方々が抱える、霊感商法等の不法行為や宗教問題に関する法
的なお悩みごとに対応するために、各地弁護士会と連携して無料法律相談を実施し
ています。

霊感商法等に起因する法的な悩みごとに 弁護士による法律相談

９月５日（月）～１０月３１日（月）まで受付

霊感商法、開運商法等に関するご相談、宗教団体等による不当な勧誘や金銭の要
求、またこれらに関連した家族間のトラブル等、法的なお悩みごとについて、弁護士が
相談をお受けいたします。

ご相談のお申込み

以下窓口（受付専用）にて、ご相談をお申込みください。受付後、数日以内に相談
担当弁護士からご指定の電話番号に折り返しご連絡いたします。

【電話でのお申込（受付専用フリーダイヤル）】

０１２０－２５４－９９２
＜受付時間 平日：午前１１時 ～ 午後４時＞

※ 全国共通ダイヤル・通話料無料。携帯電話からも繋がります。
※ オペレータースタッフが、弁護士からの折り返しのご連絡をする際に必要となる事項を聴き取り

ます（ご相談の具体的内容は、弁護士からご連絡した上でお伺いします。）。

【オンラインでのお申込（２４時間受付）】

https://form.qooker.jp/Q/auto/ja/rshkhsu/reception/

※ 受付フォームに、弁護士からの折り返しのご連絡をする際に必要となる事項を
入力してください（ご相談の具体的内容は、弁護士からご連絡した上でお伺いします。）。

【個人情報の取扱い】
本相談受付に係りご提供いただいた個人情報は、当連合会を通じて弁護士会および相談担当弁護士に提供し、

法律相談に係る折り返しの連絡等をするために利用いたします。

※１１月３０日（水）まで
延長予定

民事訴訟における証拠及び情報収集の拡充・損害賠償制度の改革について

※これまでの背景

司法制度改革審議会意見書（2001年）
内の民事司法改革に関する提言

①審理の充実・迅速化のための早期
の証拠収集手続の拡充

②損害賠償額が低い現状に対応する
ための制度の改革

日弁連に
おける対応

・文書提出命令及び当事者照会制度について
改正を提言（2014年2月）

・民事司法の在り方に関する法曹三者連絡協
議会情報・証拠収集ＷＧでも最高裁・法務
省と協議

・「民事司法改革と司法基盤整備の推進に
関する決議」（2011年）を総会で採択

・その後、シンポ等で損害賠償制度の改革に
ついて提言してきた。

１ 民事訴訟における証拠及び情報収集の拡充

＜制度の内容＞
・当事者は訴訟関係の明確化、争点及び証拠整理のために、
相手方又は第三者に対し文書その他の物件の開示を命じる
よう裁判所に申立て（①）をする。

・裁判所は申立てを受けて、文書等を相手方又は第三者に
開示命令（②）を出すことができる。

・裁判所は対象文書等の範囲や探索に要する費用負担、
秘密保護措置については当事者間で協議するよう
命ずる（③）ことができる。

・開示命令に従わない場合は過料制裁を課すこともできる。

早
期
開
示
命
令
制
度

＜イメージ図＞

裁判所

当事者
相手方
又は
第三者

① ②

③
2

リーガル・ローン（Legal Loan）からリーガル・エイド（Legal Aid）へ
－日本の民事法律扶助を応能負担給付によるグローバルスタンダードな制度に－

日本 アメリカ イギリス 韓国

法律扶助
団体名称

日本司法支援センター
（法テラス）

リーガルサービス・
コーポレーション

リーガルエイド・
エージェンシー

大韓法律救助公団

扶助費用
の建付

無利息貸付金であり
法テラスへの毎月の
返済が必要

低所得者に対して
給付による法律扶助
を提供

給付をするが
所得等によって
一定の負担金支払義
務の可能性

利用者を受益者と
負担金支払義務のあ
る利用者に分けて応
能負担給付を実施

出典 https://www.houtera
su.or.jp/en/about_jlsc
/operations/operatio
n2-2.html

https://www.lsc.gov
/about-lsc/what-
legal-aid/get-legal-
help

https://www.gov.uk
/legal-aid

https://www.klac.or.
kr/lang/legalstruct/
outlineOfLitigationS
truct.do

総合的・包括的支援の実現
総合的・包括的支援への

大きな阻害

より利用しやすい民事法律扶助制度の実現を
－立替・償還制から応能負担による給付制へ－

経済的に余裕のない方が法的トラブルに遭ったとき
に，無料で法律相談を行い（法律相談援助），必要な
場合は民事裁判等のための弁護士・司法書士の費用
の立替え（代理援助・書類作成援助）を行うもの

法テラスによる民事法律扶助制度とは

経済的に余裕のない方のための制度であることから、原則給付制、一部負担制 （利用者の資力に応じた負担）に

（現在は、全額償還が原則で、一部利用者（生活保護受給者等）のみ償還猶予・免除）

返済のいらない給付制の導入を

• 法テラスを利用して夫に対して離婚を申し立て、離婚が認められてＤＶから解放されたが、積み立てていた学資保険が法テラス
への償還に充てられることになり、子どもの進学に支障が生じた。

• 法テラスを利用して離婚を申し立て、子どもの将来の大学入学資金相当額を解決金として取得したが、法テラスへの一括償還
に充てられることになり、大学合格後は、ひとり親家庭対象の貸付金の借入と奨学金でやり繰りをし、卒業時には数百万円の負
債を抱えた。

• 夫から養育費減額の調停申立があり、法テラスを利用して対応し減額幅を抑えることはできたものの、減額になった毎月の養
育費から更に法テラスへの償還を求められ、家計が破綻した。

法テラスの援助開始によって契約弁護士等が救済・
解決に当たる。
ただし、立替・償還（返済）制度（無利息）であり、利用
の障害となっている。

安心・安全な社会のために

全額償還原則による弊害

1

ひとり親家庭支援・養育費の確保等が様々な審議会で議論されている中、養育費の実質的減額
ひとり親家庭に対する支援として極めて不十分

実現に向け、日弁連では
・今年６月、扶助改革実現本部を新たに設置 ・次回総会において、決議案を成立すべく活動中
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「政治家でなくても政治を行う」
〜菅野 志桜里 元衆議院議員との交流会〜

政策担当秘書に関する説明会開催

本部・支部人事（ ）内は前任者

編集
後記

日本弁護士政治連盟では、政策担当秘書を希望する弁護士を独自の名簿として用意して議員事務所に随時提供を
行なっていることから、今回名簿の充実を図るため、2022年11月 7 日弁護士会館（東京）及びオンラインにて、国
会議員政策担当秘書に関する説明会を開催した。

登壇者は、宮崎 政久 衆議院議員（自由民主党）政策担当秘書の今井時右衛門 弁護士（65期、東京弁護士会）、
日本弁護士政治連盟企画委員会副委員長の金子春菜 弁護士（65期、東京弁護士会）、日本弁護士政治連盟副幹事長
の竹内彰志 弁護士（63期、第二東京弁護士会）であった。

公設秘書制度、政策担当秘書資格制度（資格試験と選考採用審査認定）、待遇などについて情報提供を行なったほか、
登壇者からは、政策担当秘書のやりがいや職務内容（政策秘書の 1 日）について紹介がなされた。特に、法的素養のある
弁護士が政策担当秘書になることで、法案の党内事前審査や国会各委員会での附帯決議、議員立法など法的能力が必要と
される立法府で、議員を支えることができるやりがいについて、熱く語られた。

今後とも、日本弁護
士政治連盟、特に企画
委員会を中心として国
会議員、地方自治体議
員と弁護士との交流機
会を通じて、人材の
マッチングが図られる
ことを期待したい。　

（副幹事長　竹内 彰志）

２０２２年１１月１６日、東京・弁護士会館にて、菅野 志桜里 元衆議院議員（第二東京弁護士会・修習５７期）との交流
会がオンライン併用のハイブリッド形式で開催されました。弁政連からは、弁政連副理事長でもある三宅弘 企画
委員会委員長らが出席し、総勢１６名が参加しました。

当日は、まず、菅野氏から、双方向でのコミュニケーションをしたいとの意向をいただき、参加者全員から簡単
に自己紹介をしました。その後、菅野氏からの自己紹介を経て、政治家を志された経緯、ご自身の政策とこれまで
の取組み、法曹が国政に携わることの意義・魅力、現在の活動や今後の目標、出席弁護士等へのメッセージ等のご
講話をいただきました。

特に、①待機児童の問題や検察官の定年延長問題といった、ご自身が取り組まれた課題を例に、与党ではなく野
党の議員の立場で、世の中を変えるためには、タイミングとエビデンスが重要だという話や②政治家でない人がど
れだけ政治に関わるかが民主主義の成熟度を測るものさしであるというご認識のもと、社会のために、どのような
仕組みを作っていけるかについて、強い問題意識をもっているという話に、出席者全員が感銘を受けました。

菅野氏のパワフルさに会場も圧倒され、あっという間に時間が過ぎました。
今後も、「政治家ではなくても政治を行える」という信念のもと、活動をしていかれるとのことですので、さら

なる活躍を期待しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企画委員会副委員長　中西 哲男）

世界平和、気候危機対策、格差是正の実現を。（さいとう）　日々を積み重ねてブラボー！な1年に。（こだいら）
新年が希望に満ちた年になりますように。（おがわ）　　　　混迷を深める世界、司法の力が試される。（あんどう）
羽生九段の藤井王将への挑戦に心躍る新年。（いとう）　　　今年はラグビーワールドカップフランス大会。（なかにし）
ウクライナに一刻も早く、平和を。（いしい）

2０22年11月16日付
理　　事　二川 裕之（服部 政克）

12月16日付
理　　事　佐々木 雅康（及川 雄介） 事務局長　佐々木 雅康（及川 雄介）

仙台支部　２０２２年11月２5日付


